








 

認第 ６ 号 

 

令和４年度橿原市上水道事業会計決算認定について 

 

 

令和４年度橿原市上水道事業会計決算を認定に付する。 

 

 

 

令和５年９月５日 提出 

 

 

橿原市長  亀 田 忠 彦 

 

 

 

理由 地方公営企業法第３０条第４項の規定に基づくものである。 
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令 和 ４ 年 度 橿 原 市 上 水 道 事 業 報 告 書 

１ 概    況     

  (1) 総 括 事 項       

  本年度は、建設改良事業として配水管埋設工事等を実施し、延べ 4,372ｍの配水管を布設しました。 

  業務量では、給水戸数が 50,102戸で、給水人口は 119,595人になりました。年間配水量は 12,961千

ｍ3で前年度より 215千ｍ3減少し、一日最大配水量は 39,555ｍ3で前年度より 255ｍ3減少しました。有収

水量は前年度に比べ 221千ｍ3減少して 12,340千ｍ3で、有収率は前年度に比べ0.1ポイント減の 95.2％

となりました。 

  費用総額では、前年度より 68,118千円減少の 2,839,242千円で、給水量１ｍ3当りの原価は前年度よ

り 1円72銭増加して 209円00銭になりました。 

  一方収益では、水道料金が前年度より 53,643千円減少して 2,578,270千円となり、収入合計は 

2,891,202千円となりました。１ｍ3当りの料金収入では前年度より 59銭減少して 208円94銭となり、給

水原価を 6銭下まわりました。収支差引は 51,960千円の純利益となり、前年度繰越利益剰余金 

1,219,833千円を加えた 1,271,793千円を未処分利益剰余金として繰越すことといたしました。  

  以上概要について申し上げましたが、今後も安定した給水収益の確保に努めてまいります。 

 

  (2) 経営指標に関する事項 

 令和4年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は、給水人口の減少によ

る給水収益の減少により、1.31ポイント減の 111.81％となりましたが、健全経営の水準とされる 100％

を上回っています。また、料金水準の妥当性を示す料金回収率は、1.07ポイント減の 110.82％となりま

したが、事業に必要な費用を給水収益で賄えている状況とされる 100％を上回っています。 

 一方、償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は、0.56ポイント増の 55.54％、

法定耐用年数を経過した管路延長の割合を示す管路経年化率は、2.16ポイント増の 19.43％と施設の老

朽化が進んでいるのに対して、当該年度に更新した管路延長の割合を示す管路更新率は、0.12ポイント

増の 0.72％となりました。今後の更新需要に備え、現在の経営状況を維持しつつ、引き続き計画的な施

設更新を行ってまいります。 

 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 

経常収支比率 112.53％ 112.28％ 109.95％ 113.12％ 111.81％ 

料金回収率 111.22％ 111.19％ 108.34％ 111.89％ 110.82％ 

有形固定資産減価償却率 52.77％ 53.94％ 54.94％ 54.98％ 55.54％ 

管路経年化率 13.43％ 14.29％ 15.23％ 17.27％ 19.43％ 

管路更新率 0.27％ 0.53％ 0.74％ 0.60％ 0.72％ 

 

























































 

認第 ７ 号 

 

令和４年度橿原市下水道事業会計決算認定について 

 

 

令和４年度橿原市下水道事業会計決算を認定に付する。 

 

 

 

令和５年９月５日 提出 

 

 

橿原市長  亀 田 忠 彦 

 

 

 

理由 地方公営企業法第３０条第４項の規定に基づくものである。 
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令 和 ４ 年 度 橿 原 市 下 水 道 事 業 報 告 書 

１  概    況     

  (1) 総 括 事 項       

本年度は建設改良事業として、汚水管路建設工事で 2,682ｍを敷設し、長寿命化工事を 577ｍ

実施しました。 

業務量では、行政区域内人口が 119,607人となり、処理区域内人口は 95,889人で、下水道の普

及率は前年度と比べ 0.3ポイント増の 80.2％となりました。また、水洗化人口は 87,418人で、

水洗化率は前年度と比べ 0.9ポイント増の 91.2％となりました。 

  主な費用として、汚水管渠費 73,453千円、流域下水道維持管理負担金 689,374千円、総係費 

76,116千円等で、費用総額は 2,578,172千円となりました。 

  一方収益では、下水道使用料が前年度より 14,606千円増加して 1,448,672千円となり、収入合

計は 3,042,935千円となりました。収支差引は 464,763千円の純利益となり、前年度繰越利益剰

余金 41,060千円を加えた 505,823千円を未処分利益剰余金として繰越すことといたしました。  

  以上概要について申し上げましたが、今後も公共下水道の普及率を高めると共に、安定した収

益確保のために水洗化をより一層進めてまいります。 

 

  (2) 経営指標に関する事項 

令和4年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は、普及率の向上

により下水道使用料が増加していることに加え、費用においても支払利息等の減少により、1.96

ポイント増の 118.00％となり、健全経営の水準とされる 100％を上回っています。また、使用料

水準の妥当性を示す経費回収率は、0.91ポイント増の 92.02％となり、使用料で回収すべき経費

を使用料で賄えている状況とされる 100％を下回っており、使用料収入の確保や汚水処理費の削

減が必要な状況です。 

 一方、償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は、2.54ポイント増の 

18.70％、法定耐用年数を経過した管渠延長の割合を示す管渠老朽化率は、0.04ポイント増の 

1.18％となりました。今後も、経営改善を念頭に置きながら、ストックマネジメント計画に則り、

計画的な管渠の長寿命化を行ってまいります。 

 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 

経常収支比率 113.06％ 113.91％ 114.48％ 116.04％ 118.00％ 

経費回収率 92.81％ 92.73％ 91.13％ 91.11％ 92.02％ 

有形固定資産減価償却率 8.41％ 11.04％ 13.60％ 16.16％ 18.70％ 

管渠老朽化率 ― 0.67％ 1.11％ 1.14％ 1.18％ 

 













(2) 企業債及び一時借入金の概況

  (ｱ)  企 業 債

（単位  円） 

区 分

  (ｲ)  一 時 借 入 金

0 円

0 円

0 円

(3) その他会計経理に関する重要事項

  (ｱ) 退職給付引当金について   

（単位  円） 

備 考

  (ｲ)  他会計負担金等の使途について

Ⅰ 収益的収入
   ① 他会計負担金（雨水処理負担金）
    支払利息に4,619,490円(特定収入以外)、減価償却費に213,610,510円(特定収入以外)をそれぞれ
  充当した。
   ② 他会計補助金（一般会計からの補助金）
    支払利息に240,118,452円(特定収入以外)、減価償却費に625,651,548円(特定収入以外)をそれぞ
  れ充当した。
   ③ その他雑収益（一般会計からの給与負担金）
    人件費に5,236,033円(特定収入以外)、法定福利費に1,086,527円(特定収入以外)、通勤手当に
　33,760円（特定収入）をそれぞれ充当した。
Ⅱ 資本的収入
   ① 他会計補助金（一般会計からの補助金）
　　人件費に44,965,431円(特定収入以外)、法定福利費に8,971,955円(特定収入以外)、補償金に
　7,821,000円(特定収入以外)、課税仕入れ以外の支出の財源に充てるために借り入れた企業債の元
　金償還金に31,018,533円(特定収入以外)、課税仕入れの財源に充てるために借り入れた企業債の元
　金償還金に67,223,081円(特定収入)をそれぞれ充当した。

備 考

69,700,000 59,536,000 897,889,000

104,217,027

当年度末残高

流域下水道事業

1,003,096,335 11,972,219,479

1,241,553,679

  前 年 度 末 残 高

特 別 措 置 分

資本費平準化債

  本 年 度 末 残 高

887,725,000

821,500,000 1,436,552,625

本年度末残高

12,534,415,814 440,900,000公共下水道事業

1,297,770,706 48,000,000

前年度末残高 本年度借入高 本年度償還高

4,900,000退職給付引当金

区 分

計

0

17,763,263,53118,378,316,156

前年度末残高

30,204,000

3,658,404,636 262,900,000 269,703,263 3,651,601,373

当年度引当金

  本年度中における借入残高最高額

当年度取崩額

25,304,000
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